
資料３ 

 

 

一般ガス事業者の 

指定旧供給区域等の指定について 
 

（趣旨） 

 電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４７号。以下「第

３弾改正法」という。）において、ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）につ

いては平成２９年４月１日から小売の全面自由化を行う等の改正が行われるこ

ととなっている。 

他方、小売の全面自由化により、いわゆる「規制無き独占」による不当な料

金値上げによる需要家の利益を阻害する事態を防止する観点から、第３弾改正

法附則第２２条及び同第２８条において、経済産業大臣が指定する区域及び地

点（以下「指定旧供給区域等」という。）については、経過措置料金規制等を課

すこととしており、指定旧供給区域等の指定に当たっては、第３弾改正法附則

第３６条において、経済産業大臣は、あらかじめ委員会の意見を聴かなければ

ならないこととされている。 

指定旧供給区域等の指定に関する当委員会としての審査の考え方については

第４４回委員会で審議いただいたが、この度、資源エネルギー庁が一般ガス事

業者からの市場占有率等に関する報告徴収の結果を踏まえて行った指定旧供給

区域の指定について、委員会としての意見をご検討いただく。 

 

主なポイント 

 

１．一般ガス事業者の指定旧供給区域の指定に係る審査について 

一般ガス事業者及び簡易ガス事業者の指定旧供給区域及び指定旧供給地点

の指定に当たっては、資源エネルギー庁が実施した報告徴収の内容を、経済産

業大臣が定める「電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２２条第６項

及び第２８条第５項の規定による経済産業大臣の指定に係る処分基準」（以下

「処分基準」という。）に合致するか資源エネルギー庁が確認を行い、別添１

のとおり一般ガス事業者に係る指定旧供給区域の指定について経済産業大臣

より当委員会への意見聴取が行われたところ。 

この意見聴取を受け、上記審査結果について、第４４回委員会において御審

議いただいた当委員会の審査の考え方に基づき、委員会としての意見を御検討

いただく。 

 

２．事務局の審査対象及び結果 

（１）審査対象 

・ 資源エネルギー庁から示された本省所管のガス事業者（５事業者）が供給

する９の供給区域。 

・ なお、そのほかの事業者、供給区域に関する審査は経済産業局において指

定、パブリックコメント等の手続きを行っている。 
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（２）審査結果 

・ 資源エネルギー庁から当初示されたとおり、３つの供給区域について処分

基準の規定に合致していることを確認した。 

・ 指定旧供給区域に指定しない区域については、処分基準に合致していない

ことを確認するとともに、パブリックコメントに寄せられた意見に関しても

その内容の精査を行った。パブリックコメントでは、本省、経済産業局で実

施し、全体で６２件、本省所管分として９件のコメントが提出されたが、本

省所管分のコメントにおいて、個別地域における既存ガス会社について、具

体的な情報とともに当該事業者または供給区域を新たに指定旧供給区域に

指定することが必要と指摘するものは見られず、新たに指定旧供給区域に指

定することが必要とされる事業者及び供給区域が無いことを当委員会事務

局において確認した。 

・なお、パブリックコメントのうち、個別地域における既存ガス会社の市場占

有率等を用いて懸念を指摘するコメントが見られたところ、当該地域に関し

て、市区町村単位での既存ガス会社、他のエネルギー事業者間の直近３年間

での顧客獲得状況を確認した。その結果、他のエネルギー事業者が約３倍程

度の顧客を獲得しており、当該地域においては一定の競争環境が確保されて

いるものと思われる。 

 

３．委員会としての意見 

９月９日付で行われた経済産業大臣から本委員会に対する意見聴取に対し

ては、別添２のとおり異存ない旨回答することとしたい。 

 

（参考：経済産業局案件の取扱いについて） 

・ 経済産業局所管の事業者については、経済産業局において指定旧供給区域の

指定について内容を審査した上でパブリックコメントを実施した。現在、経

済産業局の監視室において、パブリックコメントを踏まえた指定の適否につ

いて、監視室としての意見を取りまとめ中。 

・ パブリックコメントにおいては、個別地域における既存ガス会社について、

具体的な情報とともに当該事業者または供給区域を新たに指定旧供給区域に

指定することが必要と指摘するものは見られなかった。 

・なお、一般的な指摘事項等に加えて、個別地域における既存ガス会社の市場

占有率等を用いて懸念を具体的に指摘するコメントが２件見られたが、当該

地域について、当委員会事務局においても他のエネルギー事業者による直近

の市場獲得状況を確認したところ、一定の競争状況が確保されていた。 

・ 今後、経済産業局所管の案件に関しては、それぞれにおいてパブリックコメ

ントを踏まえた経済産業局電力・ガス取引監視室からの意見が経済産業局の

エネルギー担当課室に提出される予定となっている。 
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（参考１）一般ガス事業者及び簡易ガス事業者の指定旧供給区域及び指定旧供

給地点の指定に係る当委員会の審査の考え方について（抜粋） 

 

 ２．審査対象について 

  指定旧供給区域等の指定については、経済産業大臣が定める「電気事業法

等の一部を改正する等の法律附則第２２条第６項及び第２８条第５項の規定

による経済産業大臣の指定にかかる処分基準」（以下「処分基準」という。）が

その基準となる。委員会は、ガスの適正な取引の確保を図る観点から、指定す

る区域及び地点が処分基準に規定された内容に適合しているか審査するとと

もに、指定しない区域及び地点についても、処分基準に規定された内容に適合

していないかについても総合的に審査を行う。 

 

 ３．審査の考え方－具体的な審査方法 

  委員会がガスの適正な取引の確保を図る観点から、指定旧供給区域等の指

定について審査するに当たっては、以下（１）及び（２）の観点から審査する。

また、以下（１）及び（２）の項目の具体的な審査に当たり、その進め方を委

員会内で共有するなど、審査が一貫したものとなるよう措置することとする。 

 

 （１）指定旧供給区域等に指定する供給区域等が処分基準の規定に合致して

いるものとなっているか 

 （２）指定旧供給区域等に指定しない供給区域等が処分基準の規定に合致し

ていないものとなっているか 

 

（参考２）電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２２条第６項及び第

２８条第５項の規定による経済産業大臣の指定に係る処分基準（ポイント） 

 

（１）現時点における既存事業者のシェア 

供給区域内における直近年度末の都市ガス利用率が５０％超か否か。 

   

①５０％未満は指定しない。 

   ②５０％超である場合は、以下（２）により判断。 

 

（２）直近３カ年における他エネルギー事業者との顧客獲得競争の状況 

小口需要にかかる新規物件及び既築物件について、当該一般ガス事業者

による都市ガス採用件数×１／２が当該一般ガス事業者の都市ガス利用率

を踏まえた他燃料採用件数を上回るか否か（以下の算定式に基づき判断）。 

 

   ①以下の算定式に合致する場合は指定する。 

   ②以下の算定式に合致しない場合は指定しない。 
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（注）表中、 

（Ａ）は、供給区域内における新築物件の新規獲得件数＋既築物件が都市ガ

スに切り替えたことによる獲得件数の合計値。 

（Ｂ）は、供給区域内における新築物件の不獲得件数＋他燃料切り替えによ

る離脱件数－当該会社の関連会社が新築物件及び既築物件の他燃料切り替え

により獲得した件数の合計値。 

（Ｃ）は、供給区域内の都市ガス利用率で上記１．の数値。 

 

（参考３）一般ガス事業者の現状 

 

 １．総事業者数 ２０３社 ２３１供給区域 

    うち、本 省 所 管   ５社   ９供給区域 

    うち、経済産業局所管 １９８社 ２２２供給区域 

 

 ２．指定する事業者数・供給区域数 １２社 １２供給区域 

    うち、本 省 所 管 ３社 ３供給区域 

    うち、経済産業局所管 ９社 ９供給区域 

 

 ３．指定しない事業者数・供給区域数 １９４社 ２１９供給区域 

    うち、本 省 所 管   ３社   ６供給区域 

    うち、経済産業局所管 １９１社 ２１３供給区域 

   （うち、公営事業者    ２６社  ２７供給区域。全て経産局所管） 

  

1

2

都市ガス供給採用件数（A）
× >

0.5

他燃料採用件数（B） 都市ガス利用率（C）
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（参考４）資源エネルギー庁が実施したパブリックコメントで寄せられた意見

及び資源エネルギー庁の回答のポイント（本省分） 

 

意見数：９件 

 

（意見及び資源エネルギー庁の回答のポイント） 

※意見数は９件だが内容に重複があるため以下に整理。 

 

今後の監視について 

 

＜監視方法・対処方針＞ 

○「規制なき独占」による値上げが起きないか、どのように監視するのか。ま

た、値上げが起きた場合、どのように対処するのか。 
 

→ガスシステム改革小委において、経過措置が課されないこととなった日から

３年間の時限措置である「特別な事後監視」と、小売全面自由化後、全ての

ガス小売事業者を対象として実施する「一般的な市場監視」について議論さ

れた。「特別な事後監視」とは、経過措置料金規制が課されない旧一般ガス事

業者等に対して行う標準家庭における１ヶ月のガスの使用量を前提とした小

売料金（標準的な小売料金）の水準に着目した事後監視であり、経過措置料

金規制が課されない旧一般ガス事業者等が、原料費や託送料金などの上昇に

比して、標準的な小売料金の合理的でない値上げを行っていないかどうかを

しっかりと監視していく。「一般的な市場監視」について、全てのガス小売事

業者が設定する小売料金水準の確認等を行っていく予定であり、小売料金の

不当な値上げにより、需要家利益が阻害されることがないよう、しっかりと

監視をしていく。また、ガスシステム改革小委員会で議論された上記の趣旨

を踏まえ、具体的な監視の方法について引き続き検討を行っていく。 

 

＜電力・ガス取引監視等委員会・消費者委員会への期待＞ 

○取引の適正化について、電力・ガス取引監視等委員会や消費者委員会が、監

視・規制すべき。 
 

→ガスについても、電気と同様、電力・ガス取引監視等委員会と国民生活セン

ターが情報を共有し、消費者への情報提供を行うことが予定されている。 
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指定の判断について 

 

＜都市ガス間競争の必要性＞ 

○都市ガスの新規参入により適切な競争が行われるまで、指定すべき。（理由：

①集合住宅においては、都市ガスからＬＰガスへの切替えは不可能、②一般

的にＬＰガス料金の方が都市ガスより高いためＬＰガスは都市ガスの値上げ

を防ぐことができない等。） 
 

→都市ガスはＬＰガスやオール電化など他の財との競争が既に生じており、都

市ガス事業者間だけでなく、他の財との競争を考慮することが適当。集合住

宅であっても、管理組合やオーナーが意思決定をすることで、ＬＰガスやオ

ール電化への切替えが行われた例が一般的に存在する。 

 

＜市町村単位での指定＞ 

○供給区域単位ではなく市町村単位で指定の判断を行うべき。 
 

→仮に特定の市区町村についてのみ経過措置料金規制を課すこととすると、新

たに当該市区町村について総括原価方式により経過措置料金を作成すること

になり、結果的に従来の規制料金の水準よりも経過措置料金の水準が上がる

恐れがある。加えて、特定の市区町村に限定した経過措置料金を総括原価方

式の下で作成することは、非常に困難である。 

 

周知・広報について 

 

＜指定されない事業者による需要家への説明＞ 

○指定されない事業者は、利用者への説明を徹底すべき。 
 

→指定されない事業者は、現行の供給約款に基づく契約が自由料金の小売供給

契約に切り替わる際、料金その他の供給条件について需要家に対して説明す

る法律上の義務がある。 

 

＜パブリックコメントの広報＞ 

○ガス自由化については報道も無く国民に浸透していないにもかかわらず、経

済産業局の意見募集で料金規制の廃止を決めるのは不意打ちに等しい。 
 

→経済産業省本省及び各地方経済産業局においてプレスリリースを行い、経済

産業省本省における記者会見の場で、各地方経済産業局においても同様のパ

ブリックコメントを実施する旨発表した。パブリックコメントを開始した翌

日以降、全国紙及び地方紙においても一定の報道がなされている。 
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＜今後のガス自由化の広報＞ 

○ガス自由化の目的や意義、制度の仕組み等について、積極的に広報すべき。 
 

→今後、資源エネルギー庁及び電力・ガス取引監視等委員会において、各地方

経済産業局の協力を得ながら、全国で説明会を順次実施する予定である。 
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１．北海道経済産業局 

（参考５）各経済産業局の判定結果 
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２．東北経済産業局 
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３．関東経済産業局 
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14
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４．中部経済産業局 

５．中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局 
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６．近畿経済産業局 
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７．中国経済産業局 

８．四国経済産業局 
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９．九州経済産業局 
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１０．沖縄総合事務局 
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経済産業省 
 

官 印 省 略   

２０１６０９０９資第２８号   

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ９ 日   

 

 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 殿 

 

 

 

                                        経済産業大臣 

 

 

 

指定旧供給区域等の指定について 

 

 

 電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４７号）附則第２２条第

６項の規定によりその規定の例によることとされた同条第１項及び同法附則第３６条第

１項第４号の規定に基づき、別添に係る指定旧供給区域等の指定について、貴委員会の

意見を求めます。 

別添１ 
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別添１（別紙）

都市ガス供給採用件数 他燃料採用件数

1 － － － － － － － － － －

1-1 　東京地区等 指定する ○ 75.8% ○ 693,320 105,016 3.30103587 ＞ 0.65996823 －

1-2 　群馬地区 指定しない × 35.1% × 3,893 7,746 0.25129078 ≦ 1.42259014
適正な競争関係が確保され
ているとは認められない他
の事由は存在しない。

1-3 　群馬南地区 指定しない × 42.0% × 314 417 0.37698821 ≦ 1.1908445
適正な競争関係が確保され
ているとは認められない他
の事由は存在しない。

1-4 　四街道地区 指定しない × 44.4% ○ 1,283 522 1.22885389 ＞ 1.12723837
適正な競争関係が確保され
ているとは認められない他
の事由は存在しない。

2 指定する ○ 76.9% ○ 316,447 59,039 2.67999457 ＞ 0.64995855 －

3 指定する ○ 66.1% ○ 130,287 65,198 0.99916409 ＞ 0.75642965 －

4 指定しない ○ 61.6% × 44,525 58,894 0.37800784 ≦ 0.81233647
適正な競争関係が確保され
ているとは認められない他
の事由は存在しない。

5 － － － － － － － － － －

5-1 　秋田地区 指定しない × 45.2% × 1,389 2,325 0.29874966 ≦ 1.10545043
適正な競争関係が確保され
ているとは認められない他
の事由は存在しない。

5-2 　福島・茨城地区 指定しない × 31.0% × 3,386 15,976 0.1059804 ≦ 1.61133422
適正な競争関係が確保され
ているとは認められない他
の事由は存在しない。

西部瓦斯株式会社

東部瓦斯株式会社

東京瓦斯株式会社

大阪瓦斯株式会社

東邦瓦斯株式会社

通し
番号

結果 備考
判定結果

STEP１の要件
（都市ガス利用率＞
50％）に該当するか

STEP２の要件
（都市ガス供給採用件数/他燃料採用件数×1/2＞0.5/都市ガス利用率）に該当するか事業者名
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 （案） 

 

官 印 省 略 

番 号 

年 月 日 

 

経済産業大臣 宛て 

 

 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 

 

 

 

指定旧供給区域等の指定について（回答） 

 

 

 

平成２８年９月９日付け２０１６０９０９資第２８号により、貴職から当委

員会に意見を求められた電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年

法律第４７号）附則第２２条第６項の規定による指定旧供給区域等の指定につ

いては、指定することに異存はありません。 

 

別添２ 
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指定対象事業者一覧（全国） 

本省／担当局 事業者 

本省 
1 

東京瓦斯株式会社 
（東京地区等） 

2 大阪瓦斯株式会社 
3 東邦瓦斯株式会社 

東北 4 仙南ガス株式会社 

関東 

5 京葉瓦斯株式会社 
6 京和ガス株式会社 

7 
日本瓦斯株式会社 

（南平台・初山地区） 
8 熱海瓦斯株式会社 

近畿 9 河内長野ガス株式会社 
中国 10 浜田ガス株式会社 

九州 
11 

株式会社エコア 
（100ＭＪ地区） 

12 南海ガス株式会社 

（参考資料） 
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